平成２６年第２回上毛町議会定例会会議録
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議会事務局長　福田正晴
議会事務局係長　垂水英治
○議事日程
平成２６年第２回定例会議事日程（１日目）
平成２６年６月１０日　午前１０時００分　開会
日程第　１　会議録署名議員の指名
日程第　２　会期の決定
日程第　３　諸般の報告

日程第　４　報告第　２号　平成２５年度上毛町一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について
日程第　５　報告第　３号　平成２５事業年度上毛町土地開発公社の事業報告及び決算について

日程第　６　報告第　４号　しんよしとみ街づくり有限会社の平成２５事業年度の決算及び平成２６事業年度の事業計画について
日程第　７　議案第２２号　専決処分の承認を求めることについて（上毛町税条例の一部を改正する条例）
日程第　８　議案第２３号　専決処分の承認を求めることについて（上毛町国民健康保険税条例の一部を改正する条例）
日程第　９　議案第２４号　上毛町税条例の一部を改正する条例について
日程第１０　議案第２５号　上毛町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改正する条例について
日程第１１　議案第２６号　平成２６年度上毛町一般会計補正予算（第１号）
日程第１２　議案第２７号　平成２６年度上毛町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）
日程第１３　議案第２８号　平成２６年度上毛町奨学資金特別会計補正予算（第１号）
○委員会付託
総務、産業・建設常任委員会
議案第２４号　上毛町税条例の一部を改正する条例について
議案第２５号　上毛町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改正する条例について

議案第２６号　平成２６年度上毛町一般会計補正予算（第１号）（所管分）
文教・厚生常任委員会
議案第２６号　平成２６年度上毛町一般会計補正予算（第１号）（所管分）
議案第２７号　平成２６年度上毛町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）
○　会　議　の　経　過　（初日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　開会　午前１０時００分
○議長（大山　晃君）皆さん、おはようございます。定刻になりました。御起立をお願いいたします。
　一礼して着席願います。礼。
　ただいまの出席議員は１１名です。定足数に達しています。
　９番古野議員より、欠席届が提出されておりますので、報告いたします。
　ただいまから平成２６年第２回上毛町議会定例会を開会いたします。

　これから、本日の会議を開きます。
　本日の議事日程は、お手元に運営資料を配付しておりますのでごらんください。
───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）日程第１、会議録署名議員の指名を行います。
　本定例会の会議録署名議員に、７番安元議員、８番茂呂議員を指名します。
───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）日程第２、会期の決定を議題とします。
　今期定例会運営について、議会運営委員会委員長に審議をお願いいたしましたところ、６月６日に委員会を開催いただき、本定例会の会期を本日から２０日までの１１日間とする内容の答申をいただきました。
　お諮りします。今期定例会の会期は、議会運営委員長の答申のとおり、本日から２０日までの１１日間といたしたいと思いますが、これに御異議ありませんか。
（「異議なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）異議なしと認めます。よって、本定例会会期は、本日から２０日までの１１日間とすることと決定いたします。
───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）日程第３、諸般の報告を行います。
　今期定例会に提出された議案は、町長から報告３件、承認２件、条例案２件、予算案３件の計１０議案です。

　次に、本定例会の会期日程を申し上げます。お手元に配付してあります運営資料の１ページをごらんください。
　本日の会議では、議案を一括上程し、町長提出案件については提案理由の説明を受け、総括質疑を行います。ただし、報告２号から４号の３件及び議案第２２号、２３号、２８号の３議案の計６議案は、本日受理、審議、採決を行い、残りの４案は後でお諮りし、所管の常任委員会に審査を付託する予定です。

　ここで、皆様にお願いいたします。本日審議、採決する予定にしている議案に対する質疑は、後の議案内容の説明に対する質疑にあわせて行っていただきますよう御協力をお願いいたします。

　６月１３日、１４日に本会議を開催し、一般質問は行う予定ですが、１３日に一般質問が全部終了すれば、１４日は休会といたします。

　６月１６日を文教厚生常任委員会、６月１７日を総務、産業・建設常任委員会の開催日にいたしたいと思います。
　６月２０日に本会議を開催し、各常任委員長から委員会付託案件の審査状況の報告を受け、討論、採決を行います。

　ただいま報告いたしました議会の運営議事については、議会運営委員会に諮問し、決定を受けておりますので、報告いたします。
　地方自治法第１２１条の規定に基づき、町長並びに教育委員長に出席の要求をいたしましたところ、お手元に配付の名簿のとおり説明員の出席報告がありましたので、これを許可し、出席いただいております。
　これで、諸般の報告を終わります。
───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）これから議案の上程を行います。なお、議案の上程に際し、議案名の朗読は省略いたします。
　日程第４報告第２号、日程第５報告第３号、日程第６報告第４号、日程第７議案第２２号、日程第８議案第２３号、日程第９議案第２４号、日程第１０議案第２５号、日程第１１議案第２６号、日程第１２議案第２７号、日程第１３議案第２８号、以上１０件を一括上程します。
　提案理由の説明を求めます。
　町長。
○町長（坪根秀介君）皆さん、おはようございます。
　本日ここに、平成２６年第２回上毛町議会定例会を招集いたしましたところ、議員各位には、公私ともに御多用の中、万障お繰り合わせの上御参集をいただき、厚く御礼を申し上げます。
　さて、地方財政の借入残高は平成２４年度末で２０１兆円と、近年の地方税収等の落ち込みや、財源不足の補塡、景気対策のための地方債の増発等により極めて高い水準にあり、今後もその償還額の負担が高水準で続くため、将来の財政運営が圧迫されることが強く懸念されています。また、平成２４年度の全国市町村の経常収支比率は、前年度と比べ０.４ポイント上昇し、依然として弾力性に乏しい財政状況が続いております。

　本年度につきましては、まず４月より導入されました消費税率の引き上げに伴う景気の腰折れをいかに回避し、地域経済の足元を固め、雇用を守っていくのかが当面の課題であると考えます。雇用のなきところに、すなわち所得のないところに定住なしということを肝に銘じ、元気で働く世代をふやしていくことで、過疎化の進行を食いとめながら、さらに教育や福祉を充実させてまいりたいと思っておるところであります。
　本町を取り巻く環境を見ますと、神栄テクノロジー株式会社が空気清浄機の需要の大幅な伸びにより息を吹き返し、町内の福岡工場が再稼働となりました。一方、道の駅しんよしとみ及びさわやか市等の農産物直売所施設は、中津市に一部オープンした道の駅なかつの影響で売上額が懸念されますが、思いも寄らないことやささいなことで明暗を分けることもあるのが経済であり、事業であります。願わくば、町内だけでも雇用・産業の促進と直売所施設等の活性化を図り、行政・企業及び町内生産者等が心を一つに同じ目標を持って頑張るよう流れを変えたいものであります。今後、さらなる厳しい逆風も予測される中で、せめて行政内は点から面へ結束し、一丸となってこの局面を乗り切るよう鋭意努力してまいる所存であります。議員各位におかれましては、より一層の御理解と御協力を賜りますようよろしくお願いいたします。

　それでは、これより提案理由の説明を申し上げます。

　今議会に提出しております案件は、報告案件３件、専決処分２件、条例案２件、補正予算３件の計１０案件であります。順次御説明をいたします。

　報告第２号、平成２５年度上毛町一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について。平成２５年度において御可決いただきました各種繰越事業等について、それぞれの事業等の繰越額が確定いたしましたので、ここに報告するものであります。
　報告第３号、平成２５事業年度上毛町土地開発公社事業報告及び決算について。平成２５事業年度の土地開発公社の事業内容につきましては、前年事業年度同様、一般管理費のみの執行となった決算であり、新たな企業の立地、あるいは工場用地の拡大等に伴う用地購入、造成等といった具体的な事業展開には至ることなく、２５事業年度を終了いたしました。先般５月３０日の公社役員会におきまして、決算等の御承認をいただきましたので、地方自治法第２４３条の３第２項の規定により議会に報告するものであります。
　報告第４号、しんよしとみ街づくり有限会社の平成２５事業年度の決算及び平成２６事業年度の事業計画について。道の駅につきましては、決算書によりますと、２５事業年度においては約２５０万円の黒字であり、徐々にではありますが回復の傾向が見えているところであります。引き続き関係機関との連携、協力体制のさらなる強化を進めるとともに、冒頭触れましたように、中津市に４月２６日に一部オープンした道の駅なかつの影響を最小限に食いとめつつ、東九州自動車道の開通に備え、地元及び周辺地域から集客数の増加を図ってまいります。
　また、２６事業年度におきましては、施設整備としてトイレの改修工事も予定されているところであり、お客様・出荷者から愛されるきれいな道の駅を目指しながら、収益の向上に努めてまいる所存であります。先般５月３０日のしんよしとみ街づくり有限会社通常総会におきまして、御承認をいただきましたので、地方自治法第２４３条の３第２項の規定により議会に報告するものであります。

　議案第２２号、専決処分の承認を求めることについて。上毛町税条例の一部を改正する条例でありますが、今回の改正は、法人税割の税率の見直し、軽自動車税の税率の見直し及び固定資産税等の特例措置などについての地方税法の一部を改正する法律が平成２６年３月３１日に交付されたことに伴いまして、本町の税条例の一部を改正する条例を３月３１日付で専決処分したので、これを報告し承認を求めるものであります。
　議案第２３号、専決処分の承認を求めることについて。上毛町国民健康保険税条例の一部を改正する条例でありますが、今回の改正は後期高齢者支援金等課税額の限度額の引き上げ、介護納付金課税額の限度額の引き上げ及びこれら限度額の引き上げに伴う減額基準の算定方法の改正などについての地方税法の一部を改正する法律が、平成２６年３月３１日に交付されたことに伴いまして、本町の国保税条例の一部を改正する条例を３月３１日付で専決処分したので、これを報告し承認を求めるものであります。
　議案第２４号、上毛町税条例の一部を改正する条例についてでありますが、議案第２２号において専決処分をいたしました軽自動車以外の農耕作業用及びフォークリフト等の小型特殊自動車等については、地方税法第４４４条第３項の規定により、市町村において税率を定めることができるとなっておりますので、専決処分をいたしました軽自動車税との税率の均衡を失することのないようにするために、今回本条例の一部改正をお願いするものであります。
　議案第２５号、上毛町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改正する条例についてでありますが、消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令の一部を改正する政令の公布に伴い、上毛町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部改正をお願いするものであります。今回の一部改正は、消防団員の退職報償金の支払額を引き上げる内容の一部改正であります。

　議案第２６号、平成２６年度上毛町一般会計補正予算（第１号)でありますが、今回の補正額は７,８４３万９,０００円で、歳入歳出予算総額４４億４,１４３万９,０００円とするものであります。

　歳入全般では、職員の人事異動等に伴う人件費等の組み替えを行っております。
　その他主なものとして、総務費では、企画費において地域づくり協議会の活動に要する備品等購入事業が平成２６年度コミュニティ助成事業に採択されたことに伴い、協議会に対し補助金を計上するものであります。また、電子計算費では、社会保障・税番号制度の導入に向けた既存システムの改修整備費の委託料を計上しております。
　民生費では、社会福祉総務費において、国民健康保険特別会計繰出金を減額計上しておりますが、職員の人事異動等に伴う繰出金の減額であります。児童福祉総務費では、放課後児童クラブの児童の送迎関係経費を計上しておりますが、シルバー人材センター委託からタクシー会社利用への委託先の変更により組み替えを行っております。また、町の施策として、第３子以降の保育料無料化を行っていますが、納付済みの保育料について、今回第３子の保育料無料に該当する案件がありましたので、過誤納返還金を計上するものであります。
　農林水産業費では、農業振興費において、農地中間管理機構による担い手への農地集積と集約化を支援するための経費として、賃金・旅費・需用費等を計上、また新たに不用農薬の回収を適切に行うために協議会負担金を追加で計上しております。人・農地問題解決加速化支援事業では、営農組織の法人化支援のための補助金を計上、また、レタス栽培の支援のための高収益型園芸産地育成事業費補助金及び雪害による被災農業者向け経営体育成支援事業補助金を計上しております。
　商工費では、消費者行政活性化基金事業の補助金の確定により、一般財源から県補助金への財源の組み替えを行っております。
　消防費では、退職した消防団員７名分の退職報償金及び基金負担金と、消防可搬ポンプ用吸水管の備品費を計上するものであります。
　教育費では、小学校費において旧東上小学校区の送迎児童の増による登下校送迎タクシー委託料の追加及び西吉富小学校図書室リース料を、中学校費ではグラウンドの排水対策及び防塵対策に係る整備費の経費を計上、保健体育総務費では郡体協の負担金の追加計上をお願いするものであります。

　今回の補正財源といたしましては、特定財源の国庫支出金では学校施設環境改善交付金及び社会保障・税番号システム整備費補助金で２,２６１万５,０００円、県支出金で、活力ある高収益型園芸産地育成事業補助金等々で合わせまして１９３万１,０００円、その他として、公共施設整備基金繰入金で３,４００万円、消防団員退職報償金、自治総合センターコミュニティ助成金等々合わせまして６４４万９,０００円、普通交付税で１,３４４万４,０００円を一般財源として充当いたしております。
　議案第２７号、平成２６年度上毛町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）でありますが、今回の補正額は４７万９,０００円を減額して、歳入歳出予算総額１０億３,５５８万５,０００円とするものであります。４月の職員人事異動に伴う減額補正であります。

　議案第２８号、平成２６年度上毛町奨学資金特別会計補正予算（第１号）でありますが、今回の補正額は４０２万を追加して、歳入歳出予算総額を１,６３４万８,０００円とするものであります。今回、新規貸付者の増による補正であります。なお、この案件につきましては本日議決をお願いいたしますが、詳細につきましては後ほど担当課長より説明させていただきます。

　以上、概略を御説明申し上げましたが、いずれも重要な案件でございますので、慎重に御審議をいただき、御承認、御可決くださいますようお願いを申し上げまして、提案理由の説明を終わります。

　どうぞよろしくお願いいたします。
○議長（大山　晃君）提案理由の説明が終わりました。
　これから提案理由に対する総括質疑を行います。前にも述べましたが、本日審議する案件に対する質疑は、議案内容の説明の際に行っていただくよう御協力をお願いいたします。
　提案理由に対する総括質疑はありませんか。
　安元議員。
○７番（安元慶彦君）ただいま町長のほうから地方債の残高が２０１兆円ということが述べられましたが、そういうことで、非常に将来の財政が圧迫されるだろうということの見通しですが、本町の予算の中で、これからそういったものに対応していくためにはかなりシビアなものをやらなきゃならんと思いますが、予算規模としてはこれから縮小されていくというふうに思っていいのかどうか、その辺をお伺いします。
○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）縮小というよりは起債を減らしていきたいと思っているところでございます。

○議長（大山　晃君）ほかにありませんか。

　茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）議案第２４号と２６号について質疑いたします。
　まず、２４号ですが、農耕作業用のものとその他のものの税率を引き上げるということです。税率を定めることはできるということですが、なぜ引き上げる必要が出てきたのか、それから、これを引き上げることによって、税収増はどのくらい見込んでいるのかお尋ねします。それから・・・あとは委員会でやります。
○議長（大山　晃君）副町長。

○副町長（今任和広君）引き上げの必要性ということでございますけれども、今回議案のほうで専決処分の承認を求めております議案第２２号とも関連するんですけれども、地方税法等の一部を改正する法律によりまして、軽自動車税の標準税率が引き上げられるということになっております。その中で、４輪以上の軽自動車につきましては、自家用乗用車でありますと１.５倍、あるいはそれ以外のものだと１.２５倍という形で引き上げが行われております。小型特殊自動車につきましては、地方税法において市町村で定めるということになっておりますので、これらにつきましても、他の税率と均衡を図る必要があるということで、今回引き上げをさせていただいておるところでございます。

　税収等の詳細につきましては、担当課長から答弁をさせます。

○議長（大山　晃君）税務課長。

○税務課長（福本豊彦君）それでは、議員質問の税収の増はどれくらい見込まれるかという御質問でございますが、今現在２６年度当初で課税している軽自動車税につきましては、２,３１０万ほどになっております。単純に１.２５倍というところで計算いたしますと、２,８９０万、約２,９００万程度の税収、課税の対象になろうかと思っておりますが、これ以外でも、先ほど副町長のほうから御答弁がありましたように、軽自動車につきましては１.５倍になりますので、それ以上の税収は見込まれるのではなかろうかと思っております。ただ、税率が変わったことによりまして、登録を見直す納税者の方が出てくるのが見込まれますので、その辺につきましては、手続等が完了した後に、来年度にどれぐらいになるのかということで、はっきりした税収的な部分については見込みがわかりませんが、先ほど申し上げましたように、約五、六百万の税収が単純に今の登録台数からいけばふえるという計算になろうかと思っております。
○議長（大山　晃君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）単純に６００万の税収がふえるということですが、地方交付税とどういう関係があるのか。私は、当然地方交付税は減ってくるのではないかなと思います。
　それから、この場合、農耕特殊自動車とはどういうものを指すのか、またその他のものとはどういうものを指すのかお尋ねします。

　それから、２６号について１点お聞きします。社会保障と税に対する番号の問題ですが、これは国の施策でやられているわけですが、そういうシステムを導入することによって、個人情報が漏れたり、プライバシーが侵害されたり、情報が犯罪に使われる可能性があるのではないかと心配するのですが、その点についてどのように考えておられるのか。

　それから、このシステムを整備することによって、どのような費用対効果、メリットがあるのか、このことについて御説明願います。

　それから、２０１７年１月より運用開始することになっていますが、その間に、ほかにどのような整備費用が必要で、その整備費に幾らかかるのか、以上３点について新たに追加してお尋ねいたします。
○議長（大山　晃君）総務課長。

○総務課長（川口　彰君）地方交付税につきましては御指摘のとおりでございます。

　以上です。

○議長（大山　晃君）税務課長。

○税務課長（福本豊彦君）小型特殊自動車がどういうものかという御質問でございますが、基本的には、先ほど提案理由の中でも町長のほうから述べられましたように、代表的なものでフォークリフト、あとは建設用機械等々が挙げられるか思います。一般的に、小型特殊自動車の定義といたしましては、全長が４.７メートル以下とか、幅が１.７メートル以下とかいうその辺の要件がございまして、それに該当する分については、基本的には小型特殊自動車ということで、軽自動車税の課税対象ということになっております。
　以上です。

○議長（大山　晃君）総務課長。

○総務課長（川口　彰君）社会保障税番号制度、いわゆるマイナンバー制度の件でございますが、これにつきましては、番号制度自体は、複数の機関に存在する個人の情報について、同一人物の情報であるということの確認を行うための基盤でございまして、社会保障・税制度の効率性、透明性を高め、さらに国民にとっての利便性の高い公平・公正な社会を実現するためのインフラ整備ということで今回整備されるわけでございます。

　まず１点目でございますが、個人情報等につきましては、当然そこらは固く守られながらこの作業を進めていくということでございますし、事業につきましては、今回補正予算のほうで、システム改修費等で８７４万８,０００円ほどお願いをいたします。これは２６年度の事業でございますが、マイナンバー自体が２８年１月から運用開始ということで、２７年度につきましては、今回も補正で上げておりますが、住民基本台帳のシステム改修の追加ということで２９０万、それから、地方税システムの改修で４２０万、それから団体内の統合宛名システムの改修ということで１８０万で、２７年度では８９０万円ほど予定をしております。これ今の段階での金額でございます。
　それと、なおかつ福祉関係の予算が、まだ仕様等が確定しておりませんので、この分が未確定になっております。ということで、８９０万円と福祉関係の予算が２７年度において計上されるということでございます。
　個人情報の関係につきましては、当然扱う団体、私どももそうですが、地方公務員でございますので、守秘義務等は当然守られるというふうに判断しております。

　以上です。

○議長（大山　晃君）ほかにありませんか。
　亀頭議員。
○１０番（亀頭寿太郎君）先ほど副町長が、専決処分された上毛町の税条例の一部、２２号ですね。これが軽自動車の関係でと。私も２４号は専決処分かという認識を持っておったんですが、なぜ専決処分をしなかったのか。
　それと、２４号の農業関係の自動車。これは、上毛町の基幹産業は農業であるということを非常に力強く提唱されていくという坪根町長の姿勢でもあるが、政治的な施策でもってこの点は据え置くというような姿勢は持っていなかったですか。
○議長（大山　晃君）税務課長。

○税務課長（福本豊彦君）それでは、私のほうから御答弁をしたいと思います。
　まず、２４号がなぜ専決処分をしなかったのかということでございますが、これにつきましては、先ほど副町長のほうからも御答弁いたしましたように、地方税法の４４４条の第３項の規定の中で、市町村が定めることができるということになっております。そういう状況の中で、近隣の状況等も当然把握する必要があるという判断のもとに、この分につきましては、専決にかけずに、近隣の状況等を把握した上で適正な課税をするという考えのもとから、今回近隣の状況が把握できましたので、改正等の提案をさせていただいているということでございます。
　それから、基幹産業というところの中で、なぜ改正するかという御質問かと受けとめますが、先ほど申し上げましたように、近隣との均衡を図ると。それから、２２号で提案させていただいております軽自動車税等の税率の均衡を図る上では、やはり改正する必要があるということの中で、今回提案をさせていただいたということでございます。

○議長（大山　晃君）亀頭議員。
○１０番（亀頭寿太郎君）私は町長の政策的な判断を聞いている。隣接とか何とかというのは理由にならん。明確な答弁を求める。

○議長（大山　晃君）町長。

○町長（坪根秀介君）あくまでその近隣との整合性というか、その辺を加味してしたということであります。

○議長（大山　晃君）ほかにありませんか。

（「質疑なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）質疑なしと認め、町長の提案理由に対する質疑を終了します。

───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）これから、本日採決する議案の審議を行います。
　日程第４、報告第２号、平成２５年度上毛町一般会計繰越明許費繰越計算書の報告についてを議題とします。

　議案内容の説明を求めます。

　総務課長。

○総務課長（川口　彰君）それでは、報告第２号について説明をさせていただきます。
　報告第２号、平成２５年度上毛町一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について、地方自治法施行令第１４６条第２項の規定により、平成２５年度上毛町一般会計繰越明許費繰越計算書について次のとおり報告するものでございます。

　下のほうに繰越計算書の表を上げておりますが、五つの事業等で１億６,１５７万５,０００円を２６年度に繰り越すものでございます。各事業別の繰越額につきましては、表中のとおりでございます。
　平成２６年６月１０日提出、上毛町長坪根秀介。
　以上でございます。
○議長（大山　晃君）説明が終わりました。

　説明に対する質疑はございませんか。
（「質疑なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）質疑なしと認めます。

　以上で、本件の報告を終わります。
───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）日程第５、報告第３号、平成２５事業年度上毛町土地開発公社の事業報告及び決算についてを議題とします。
　議案内容の説明を求めます。

　企画情報課長。

○企画情報課長（坪根勝磨君）それでは、報告第３号、平成２５事業年度上毛町土地開発公社の事業報告及び決算についてでございます。
　地方自治法第２４３条の３第２項の規定によりまして、別紙のとおり報告させていただきます。内容につきましては、去る５月３０日に開催されました土地開発公社理事会におきまして御承認をいただいた資料に基づき、報告とさせていただきます。
　２枚めくりまして、１ページをお開きください。
　まず、事業の概要でございます。アベノミクスによる景気動向の持ち直しとともに、企業の投資意欲の高まり等に期待した１年でございましたが、経済産業省が公表いたしました２５年中の工場立地動向調査結果によりますと、全国の工場立地件数は前年比５２.６％の大幅な伸びを見せたものの、その理由といたしましては、太陽光発電を目的とした電気業の立地案件の増加が大きな要因となっておりまして、これを除いた件数では前年比１１.６％の減となっておりまして、国内における企業立地の動向は依然厳しい現状でございます。
　本公社の取り組みに関しましても、冒頭町長からも報告がございましたが、当該事業年度におきましては、新たな企業の立地、工場用地の拡大等に伴う用地の購入、造成といった具体的な事業展開には至ることなく、本事業年度を終了いたしております。

　２ページ、３ページに役員名簿、登記事項、役員の交代について記載をしております。理事の変更としまして、右側にございますように３名の就任、４名の辞任がございまして、変更登記を完了しております。なお、これらにつきましては、平成２５事業年度中の内容での記載となっておりますことを申し添えさせていただきたいと思います。
　４ページ、５ページ、決算資料でございます。

　まず、４ページ、収入でございますが、１款の事業外収入としまして、基本財産に対する果実として１,２４６円の収入がございます。その他預金利子としまして３０円で、合計で１,２７６円でございます。２款の繰越金が２２万８,９１２円で、収入の部合計で２３万１８８円でございます。

　それから、５ページの支出の部でございますが、事業費支出はございませんので、１款の管理費としまして、理事の費用弁償７万６,０００円、職員の旅費８,４６０円、公租公課費、法人住民税で５万円、合計の１３万４,４６０円が支出の部合計となっております。
　６ページ、貸借対照表ですが、まず左側の資産の部でございますが、現金預金が５０９万５,７２８円で、右側の負債の部についてはございません。その下、資本の部では、基本財産としまして５００万円。それから、前期繰越準備金が２２万８,９１２円ありましたのが、当期１３万３,１８４円管理費で減少しまして、準備金は９万５,７２８円となっております。この現金預金につきましては、１０ページの財産目録のほうに記載がございますので御確認をお願いいたします。

　それから、７ページの損益計算書でございますが、支出の合計が販売費及び一般管理費でマイナスの１３万４,４６０円、それから、受取利息の関係が１,２７６円ございます。差し引きで、当期利益金がマイナスの１３万３,１８４円となっております。
　それから、８ページのキャッシュ・フロー計算書、９ページの剰余金処分計算書につきましては、これまでの説明の内容のとおり各数値が計上されておりますが、９ページにございますとおり、前期繰越準備金の２２万８,９１２円と、当期利益金マイナス１３万３,１８４円との差額９万５,７２８円が次期繰越準備金としての処分額となっております。

　１１ページ以降につきましては、附属明細書でございますが、これまでの説明内容の詳細資料となっておりますので、説明のほうは省かせていただきます。なお、最終１６ページのほうに、監事の監査報告書を添付しておりますので御参照願います。

　説明は以上でございます。
○議長（大山　晃君）説明が終わりました。
　これから質疑を行います。質疑はありませんか。

　宮本議員。

○２番（宮本理一郎君）役員の登録がなされているようでございますが、３名が新しく就任されて４名が辞任されていますが、まずこれの選考基準はどうなっているかということと、もう１点は、この役員さんたちが現実にどのような活動、会合を持っているかということでございますが、現状、本町においては上毛スマートインターの設置あるいは周辺の開発事業を推進するという中において、大きな目標は雇用の確保というところにあるわけで、その雇用の確保においては、企業の誘致という問題も大きくクローズアップされるわけです。そんな中において、さしたる活動が行われていないということは、私は一つの大きな問題点があろうかと思います。したがって、こういう組織がある以上、平素どういうふうな活動をなさっているのか、あるいは具体的に今後そういう活動をなさっていく予定があるのか、その辺をお聞かせください。
○議長（大山　晃君）企画情報課長。

○企画情報課長（坪根勝磨君）まず、理事の選任につきましては、基本は町長が任命ということで定款で定めておりまして、過去、議会の関連から委員会の委員長さんとか、議会運営委員長さんとか、そういった方を継続的に選任させていただいております。それから、一般からという形で、町長が任命するような形でございます。

　それから、平素の活動でございますが、公社としては、昨年はこの報告にもございましたように、年２回の理事会を開催しております。事業報告のとおり、具体的な活動がなかったということで、２回の会議に終わっております。ただ、先般の理事会におきましても、理事の皆さんからは、今後の取り組みにつきまして、企業を立地するための準備作業というものを、やはり土地をきっちり確保してすることをしっかりと考えていかなければならないという御意見もいただいておりまして、今後そういった候補地の選定とか、そういったものを今後具体的に検討する中で、必要に応じて理事会等を開催してお諮りしていかなければならないのかなと考えております。
○議長（大山　晃君）宮本議員。
○２番（宮本理一郎君）選考基準ですけれども、今までの慣習がそういうことだったと思うんですが、一つ提唱という意味で、私、申し上げますと、いい意味でそれが提唱されているならいいんですが、形式的な形で今後進んでいくというのは一つ問題点があろうかと思います。地元である程度土地所有をなさっていて、地元のことがよくわかっている、土地のことに関してはよくわかっているという方、あるいは学識経験者等々の、土地売買等にかかわる具体的な経験がある方たちを今後やっぱり視野に入れていくべきだと思いますし、今後周辺が大規模開発されるならば、余計周辺部に与える影響度というものがありましょうし、そういう点を鑑みて、この選考基準というものは、私は一つ警鐘を鳴らしておきたいと思います。

　町長、いかがですか。
○議長（大山　晃君）町長。

○町長（坪根秀介君）私個人的にはそれぞれ皆さん能力のある方だというふうに思っておりますし、これは、基本的に土地開発公社を残すか残さないかという議論を重ねてきた中で、今の委員の皆さんが、しっかり活動してやっていこうじゃないかと、議論しようじゃないかという意見で大方固まっておりますので、議員の御指摘も十分考慮しながら、今後大いに活動してまいりたいと思います。
○議長（大山　晃君）ほかにありませんか。
　亀頭議員。

○１０番（亀頭寿太郎君）内容についてどうこうという点ではございませんけれども、私は、上毛町の健全財政を図るという観点から、ほとんど機能していない土地開発公社あたりは解散するべきであるということを一般質問でも提唱しておるわけでございますが、本当にこれを本格的に動かすという坪根町長の姿勢であれば、先行投資をやるのかどうか。そうすれば、私は昨年、これちょっと議論したと思うんですが、今後取り組んでいくということになれば、来年度予算あたりに先行投資、１億あるいは二、三億かけて工場誘致の事業に取り組むかどうか、そうした姿勢をお尋ねしたい。
　もう１点。役員会でこうした開発公社の解散という意見はなかったのかどうか。

○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）まず、解散という意見はございませんでした。それと、先行投資の件につきましては、役員の皆さんと十分に協議しながら、私の意見としてはぜひ議員御指摘のように進めてまいりたいと思っているところでございます。
○議長（大山　晃君）ほかにないですか。
（「質疑なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）質疑なしと認め、質疑を終わります。

　以上で、本件の報告を終わります。
───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）日程第６、報告第４号、しんよしとみ街づくり有限会社の平成２５事業年度の決算及び平成２６事業年度の事業計画についてを議題とします。

　議案内容の説明を求めます。

　企画情報課長。

○企画情報課長（坪根勝磨君）それでは、報告第４号、しんよしとみ街づくり有限会社の平成２５事業年度の決算及び平成２６事業年度の事業計画について御報告をさせていただきますが、地方自治法第２４３条の３第２項の規定により別紙のとおり報告をさせていただきます。内容につきましては、去る５月３０日に開催されましたしんよしとみ街づくり有限会社社員総会におきまして、御承認をいただいております資料に基づき報告をさせていただきます。
　まず、決算書をおつけしておりますが、この説明の前でございますが、２５事業年度の道の駅しんよしとみの総売上実績でございますが、２億１,７００万余で、前年から２.５％ほど減少しておりますが、ここ３年はほぼ横ばい傾向といえます。昨年は、コスモスの不作によりまして、１０月期の売上が極端な落ち込みを見せまして、全体への影響が心配されたところですが、他の月で取り戻しまして、また仕入れ商品、野菜等のロスの削減等に努めました結果、当期は２５１万４,４２７円の黒字の計上となっております。特に、当期は生産者訪問による集荷活動の強化などによりまして、町内農産物の出荷量の確保に努めた結果、町内野菜の売上等は対前年から２割近い増となっておりまして、今後とも出荷者、そして出荷組合との信頼関係を深めながら、地場野菜の生産出荷量をふやしまして、直売所機能を高めていくことが大切であると考えております。
　それでは、決算報告書１ページをお開きください。初めに貸借対照表でございます。
　左側、資産の部でございますが、現金預金などの流動資産の計が３,０２９万５,６７８円、それから建物、構築物などのほか、出資金を含めました固定資産が６６８万８,８９４円で、資産の合計が３,６９８万４,５７２円でございます。
　右側の負債の部でございますが、買掛金や未払い費用などの負債合計が１,１５０万７,２１０円です。そして、その下の純資産の部では資本金が２,０５０万円と利益剰余金４９７万７,３６２円の計が２,５４７万７,３６２円となっておりまして、これにつきましては、４ページのほうの株主資本等変動計算書の当期末の純資産合計額に同じであります。１ページ一番下の負債純資産の合計は、左側の資産合計と同額でございまして、３,６９８万４,５７２円でございます。
　次に、２ページの損益計算書でございます。この表の一番右側の欄の数字を御確認願いたいと思いますが、一番右側の最初の数字に１億１,０７４万４,９６１円、これが売上高の合計で、対前年約２.７％の減少ですが、その下にあります売上原価も５,６１１万３,２５２円で、これも対前年から１０.２％の減となっております。中段にあります売上総利益では５,４６３万１,７０９円で、こちらが対前年６.５％の増となっております。これは、冒頭申し上げましたように、仕入れ商品のロスを抑制し、利益の増につなげた結果となっております。

　それから、販売費及び一般管理費につきましては５,２２１万９,３８５円。詳細は次ページにございますが、ほぼ前年並みでございまして、売上総利益金額との差、ここにあります２４１万２,３２４円が当期の営業利益。これから営業外収益の２８万５,７２４円を加えまして、その下の法人税など租税公課１８万３,６２１円を差し引いた残りが、当期の純利益としまして、２５１万４,４２７円、一番下の数字となっております。参考までに、平成２４事業年度の純利益は１７万２,２７２円でございました。

　なお、３ページは販売費及び一般管理費の科目別の明細となっております。４ページは株主資本等変動計算書、先ほども申し上げましたが、当期の利益剰余金２５１万４,４２７円が加わりまして、当期末の純資産合計残高は２,５４７万７,３６２円となっております。なお、５ページのほうに監査報告書をおつけしております。
　続きまして、２６事業年度計画でございます。基本方針並びに各事業の取り組みに記載がございますとおり、東九州道の開通に備えまして、周辺市町を含む地元の固定客の獲得に向けました商品構成や、弁当・惣菜などの部門の強化を図りながら、出荷組合との共同イベントの開催、農産品の訪問集荷や買い物代行サービスなどを継続しながら、特産品の開発研究、地域産品の販売促進など、地域に根差した事業展開を強化しまして、外部への情報発信による集客力向上にも努めていくということでございます。

　また、本年度は国土交通省の予算でトイレの改修工事が予定されておりまして、利用者にとって、より快適な環境が整うものと期待されます。
　７ページ、８ページをお開きください。平成２６年度の収支予算でございます。予算規模としましては、歳入歳出ともに６,１７０万円で、前年から６５万円の増額予算となっております。

　初めに収入の部でございますが、売上の総収入が対前年比で３５０万円の増となっておりますが、これは消費税増税に関連して委託販売手数料を１％引き上げておりますことから、その増収分を見込んでおります。一方で、町委託収入につきましては、緊急雇用創出事業の委託事業の終了に伴いまして、この分の収入が減収となりますことから２８５万円を減額計上とし、歳入合計で前年から６５万円の増額となっております。

　続きまして、支出の部でございます。基本的には昨年の予算と大きな変更はございません。変更点としましては、管理費の中の外注委託費、１６番目にございますが、これは実績等を考慮しまして２０万円増額しております。あとは予備費を４５万円増額して計上しております。その他の項目につきましては、昨年と同額となっております。
　説明は以上でございます。

○議長（大山　晃君）説明が終了しました。

　これから質疑を行います。質疑はありませんか。

　宮本議員。

○２番（宮本理一郎君）道の駅の決算書を見ますと、本年度は２５１万余りのプラスが出ているということに対して、課長は評価なさっておりました。しかし、道の駅なかつができたということ、つまりこの数字はできる前の数字でございますから、できる前に、普通民間の小売業で考えるのは、当然競合店が出た当時は１０％から１５％は落ちると想定するわけでございますから、それなりの売り上げを前倒しで稼いでおくというのが当たり前のことでございます。ですから、売上計画においても利益計画においても、１０％から１５％の売り上げは確保しなければいけなかったはずであるという考え方に基づきますと、本年度２６年の事業計画が、今度は逆に４,８７０万から５,２２０万、プラス３５０万のオンの予算になっているわけですよね。これは、周辺環境を考えた場合、中津の道の駅が稼働を始めているということと、私らが一番当てにしている東九州道のインターの開設がおくれるという状況を見ますと、この辺は無理があるんじゃないかと、私は過去に自分が民間にいたときの実績からそう考えるわけですが、これはどのように考えていますか。
○議長（大山　晃君）企画情報課長。
○企画情報課長（坪根勝磨君）中津の道の駅の影響でございますが、確かに中津が進出する以前から類似施設が非常に多いということで、競合地域でございます。さらに、これに中津が加わるということで、非常に危機感を持って対応していかなければならないというのは道の駅サイドも十分承知しております。ただ、一方で、人の流れが、動きが逆にできる部分もあるので、そういった方たちを取り逃さないように、道の駅として独自性を出していかなければならないということを駅としても考えたいということでございますので、今後とも、時期に応じたいろいろな町内産品の展示販売とか、試食とか、それから先ほどもありましたが、町内産品の集荷作業をより一層強化しまして、実際、物があればそれなりの売り上げがついてくるという実態もあります。昨年町内産野菜の集荷がうまくいって、そういった部分で実質的に売り上げが上がった分野もございます。そうしたところを引き続き強化して、取り組んでいくという方向で進めるということでございます。
○議長（大山　晃君）宮本議員。
○２番（宮本理一郎君）道の駅なかつが稼働を始めて、逆に高速道路の開通がおくれるという状況、環境面を捉えて、なお本年度５,５００万に対して、３５０万の売上オンをしたということにおいて、その裏づけとなる考え方がよくわからないんですが、私は、よくて本年度の実績を維持するのがいっぱいいっぱいではないかと判断するわけですけれども、それなりの具体的なイベント、催事等を打ち出す目玉も用意しているということでのこの予算計上でございましょうか。
○議長（大山　晃君）町長。

○町長（坪根秀介君）一応報告ということでございまして、あまり中に入るべきじゃないと思うんですけれども、若き駅長にかわって、一生懸命頑張って、２期連続黒字を出しているところでございますので、もう少しじっくり見ていただきたいということもありますし、冒頭申し上げましたように、中津の道の駅ができて、苦戦するということは想定内だと思うんですけれども、やはり行政と企業と生産者あるいは出荷者が一つになって盛り上げていかないと、なかなか太刀打ちができないと思っておりますので、その辺も今後指示を出していきたいと思っておりますし、議員各位にもその辺は御理解をいただいて、支えていただきたいと思っております。
○議長（大山　晃君）ほかにありませんか。
（「質疑なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）質疑なしと認め、質疑を終了します。

　以上で本件の報告を終わります。
───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）日程第７、議案第２２号、専決処分の承認を求めることについて（上毛町税条例の一部を改正する条例）を議題とします。

　議案内容の説明を求めます。

　税務課長。

○税務課長（福本豊彦君）それでは私のほうから説明を申し上げます。
　議案第２２号、専決処分の承認を求めることについて。上毛町税条例の一部を改正する条例について、地方自治法第１７９条第１項の規定により別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。
　平成２６年６月１０日提出、上毛町長　坪根秀介。
　理由といたしましては、地方税法等の一部を改正する法律が平成２６年３月３１日に交付されたことに伴いまして、これに準じて本町税条例の一部を改正する必要が生じたために専決処分をしたものでございます。次のページに専決処分書を添付させていただいております。次のページをお願いいたします。

　上毛町税条例第７号、上毛町税条例等の一部を改正する条例ということで、今回の改正内容について１ページから７ページまで資料をつけさせていただいておりますが、具体的な部分につきましては、別添で配付しております議会説明資料（条例関係）という資料のほうで説明をしていきたいと思っております。

　資料の１ページでございます。上毛町税条例と国民健康保険税条例の概要ということで説明をしたいと思います。まず、町税条例の関係でございますが、法人税割の税率の見直しということで、地域間の税源の偏在性を是正し、財政力格差の縮小を図るために、法人住民税、法人税割の税率が今回引き下げられましたことに伴いまして、改正するものでございます。
　改正内容につきましては、そこに記載しております。本町は１２.３％を９.７％に改正するものでございます。括弧につきましては制限税率ということでございます。なお、この引き下げ分の法人住民税の法人税割につきましては、新たに地方法人税ということで国税のほうで創設されまして、その税収全額を交付税の原資とするということでなされているようでございます。この改正につきましては、平成２６年１０月１日以降に開始する事業年度から適用されるということでございます。
　次に、軽自動車税の税率の見直しでございます。車体課税について、自動車取得税の引き下げや環境に配慮した自動車への特例措置の拡充、環境に影響を及ぼす自動車への特例措置の拡充を行う中で、軽自動車税についても環境性能等に応じた課税をするために今回改正を行うものでございまして、主な内容といたしましては、平成２７年度以降に新たに取得される４輪等の税率につきまして、主なものといたしましては、自家用乗用車、軽自動車の場合に、現在７,２００円が１万８００円。それから、貨物、４,０００円が５,０００円ということで改正がなされております。
　また、グリーン化の観点というところから、新規登録、最初に登録されてから１３年を経過した４輪車等につきましては、平成２８年度からの課税について、改正後の税率の２０％割り増しの重課措置を行うということでございまして、ちなみに自家用の軽自動車の場合でございましたら、新しい税率が１万８００円、これが１万２,９００円という形で、約１.２倍ということでございます。

　また、２輪車等につきましては、税率を１.５倍に引き上げました上で、２,０００円未満の税率を２,０００円に引き上げるということの改正でございます。この改正につきましては、平成２７年４月１日から適用ということで、先ほども申し上げましたように、重課税につきましては、平成２８年度からの適用ということになります。
　次に、固定資産税の特例措置ということで、今回新たにわがまち特例という特例措置の対象が広げられたことに伴いまして、本町の条例もあわせて改正を行ったところでございます。

　主なものといたしましては、そこに書いていますように、①水質汚濁に関するもの、②大気汚染防止法に関するもの、それから、次のページで、土壌汚染法に関するものということで、それぞれ国の特例基準を参酌いたしまして、町の税率も定めさせていただいております。それとは別に、新しく浸水防止とノンフロン製品ということで、これにつきましては、今、ショーケースとか、空気冷凍システムなどを新たに取得して設置したものにつきまして、特例処置の対象とするという項目が創設されたことに伴いまして、追加で改正を行っております。
　この規定につきましては、平成２６年７月１日以後に取得されたものについて適用されまして、課税につきましては平成２７年度以後という取り扱いになります。
　次に、固定資産税等の特例措置の二つ目でございますが、耐震改修等が行われた既存の建物にかかる固定資産税について減額措置を行うということで、新たに創設されました内容につきまして、今回、町の条例についても追加で改正を行っているところでございます。これにつきましても、平成２６年７月１日以後に行われるものについて適用するということでございます。
　簡単でございますが、以上です。
○議長（大山　晃君）説明が終わりました。

　これから質疑を行います。質疑はありませんか。

　安元議員。

○７番（安元慶彦君）まず、法人税の関係ですけれども、これは下がることになっておりますが、農業生産法人、生産組織が法人化しておりますが、そういった方々のところにも適用するのかどうか。
　それから、この説明資料の真ん中ぐらいのところで、自家用自動車の場合など載っておりますが、これは「税率」じゃなくて「税額」じゃないですか。税率にしなければ悪いわけ。それから、固定資産の関係ですけれども、説明資料の中で水質汚濁防止のための汚水または廃液処理施設というのがありますが、これは合併浄化増がこの中に含まれるかどうか、その点をお尋ねいたします。

○議長（大山　晃君）税務課長。
○税務課長（福本豊彦君）まず、法人の関係でございますが、これにつきましては、当然収益を伴うものについては課税対象になりますので、農業法人等は、そういう法人でなければ課税対象にはならない分もあるかと思いますので、全てが適用されるかどうかというのは法人の形態等も関係してくるかと思いますので、その内容に応じて課税対象になったりする部分もあるかと思います。
　それから、水質汚濁の関係でございますが、これにつきましては、合併浄化槽とはまた別の観点から、水質汚濁防止法の中で定められます指定地域、例えば瀬戸内海環境保全特例措置法とか、湖沼水質保全特例措置法などに該当する中の、工場または事業上の汚水、排水等に関してそういう施設を設置した場合には、特例措置として減額の対象としますよという形になりますので、合併浄化増はこの中では対象にならないと考えております。

　それから、軽自動車の税率でございますが、資料の中段の「４輪車等の税率は」ということですが、「税額は」ということになろうかと思います。ただ、条例の中の大きなタイトルといたしましては「軽自動車税の税率」ということで定められておりますので、私のほうであえてお答えさせてもらいましたが、基本的には額としてはこういう形になりますということでございます。

○議長（大山　晃君）安元議員。
○７番（安元慶彦君）最初の質問のところで、全て適用するわけではないということで、この町内の中に集落営農組織というものが法人化しておりますが、当然この方々も一定の法人税というものを納めていると思いますけれども、そういった方々が該当するのかどうかということを聞いたわけですね。税率が下がることですから、それに該当する方は非常に還元をするのではないかと思いますし、課長の答弁では全てではないということですから、どこら辺が線引きになるのか。
　それから、「税率」はミスプリントではなくて税額ではないということですが、どうもこの文章からいきますと、私は、これは独立した文章ですから、額を示しているわけですから、７,２００円が１万８００円になります、税額がこういうふうになりますということを文字の中で出すべきではないかと思いましたから質問したわけです。

　それから、固定資産の関係は、そうすると、個人的にこういうものを家の中にしたという方々は全然違うんだと。工場の排水とか、そういったものあたりが適用するんだということですよね。瀬戸内海環境とかいうのはこの辺のエリアも入っているんじゃないですか。その辺はどうですか。

　最初の質問から言ってください。

○議長（大山　晃君）税務課長。

○税務課長（福本豊彦君）法人税につきましては、先ほど申し上げましたように、均等割等が当然かかってくる分がほとんどの団体であろうかと思いますので、非課税になるかならないかというのは、その辺は内容を見ないとわからないとは思いますけれども、申しわけございませんが、どの団体がなっているのかというのは今手元には持っておりませんが、基本的な考え方といたしまして、均等割がかかる分もあろうかと考えております。
　それから、固定資産税の分でございますが、あくまで今回特例措置の対象といたしましては、先ほど申し上げましたような工場、事業所等の汚水、廃液という形になっておりますので、瀬戸内海の環境保全の関連につきましては、山国川、友枝川等から瀬戸内海に流れ込んでおりますので、当然その辺の分は適用されるのではなかろうかなと。はっきりとしたことは私も申し上げられませんが、そうではなかろうかと考えております。
　それから、軽自動車の税率の見直し、税率、税額の関連でございますが、あくまで先ほど申し上げましたように、基本的なタイトルは「税率」ということでございます。定めるところで税額ということでございますので、この辺については、私のプリントミスということで御理解いただければと思っております。

○議長（大山　晃君）ほかにありませんか。
　茂呂議員。
○８番（茂呂孝志君）まず、法人税率の引き下げについては、減収見込みが幾らになるのか。そして、減収した分は地方交付税措置されるということですが、この措置される期間がいつまでなのかお尋ねします。
　それから、また、軽自動車税についての税率を引き上げるということですが、増収になる見込み額は幾らなのかお尋ねいたします。

○議長（大山　晃君）税務課長。

○税務課長（福本豊彦君）法人税の減収ということでございますが、基本的に法人税割でございますので、その年々の企業の決算等の動向によって変わってくるかと思いますので、そこまでの試算は行っておりません。

　それから、軽自動車税の増収がどれくらいかということでございますが、先ほど総括質疑の中で御答弁させていただきましたが、恐らく１.２５倍という形で、２６年度当初の課税対象の台数からいった場合に、単純に１.２５倍を掛けたら約６００万程度の増収が見込まれるのではなかろうかということで御答弁させてもらっておりますので、あくまで１.２５倍の課税対象の台数が今後どういうふうになるかで変わってくるかとは思います。
○議長（大山　晃君）総務課長。

○総務課長（川口　彰君）減収分の補塡でございますが、多分この制度がある期間につきましては該当すると思います。
○議長（大山　晃君）茂呂議員。
○８番（茂呂孝志君）ある期間ということは、年度が決まっているわけですか。未来永劫じゃないと思いますが。
○議長（大山　晃君）税務課長。

○税務課長（福本豊彦君）新たな国税、法人税の創設の関係で、それが未来永劫あるかないかという御質問ですが、これにつきましては、私が説明会の中で資料をもらっている分では、いつまでという期限はございませんので、当然税率が下がったということを前提に、そのかわりに国税が、その分を地方法人税という形で法人税を徴収するのではなかろうかと思っていますし、期間としては特に定めはございません。私の資料の中ではないというところでございます。
○議長（大山　晃君）ほかにありませんか。

（「質疑なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）質疑を終了します。

　これから討論を行います。

　反対討論はありませんか。

　茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）これは国の施策の一つですから、国は法人税を引き下げるその穴埋めのために各種の税率を引き上げています。今回は軽自動車税の引き上げであります。国は、片方では法人税を引き下げて、国民には、この場合は軽自動車税の負担増を押しつけているわけでありますから、この議案に反対いたします。

○議長（大山　晃君）賛成討論ありませんか。

（「討論なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）討論を終わります。

　これから本案を採決します。
　本案を原案のとおり決することに賛成の議員の起立を求めます。

（起立多数）

○議長（大山　晃君）賛成多数。よって、議案第２２号、専決処分の承認を求めることについて（上毛町条例の一部を改正する条例）は、原案のとおり承認することに決しました。

───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）日程第８、議案第２３号、専決処分の承認を求めることについて（上毛町国民健康保険税条例の一部を改正する条例）を議題とします。

　議案内容の説明を求めます。

　税務課長。

○税務課長（福本豊彦君）それでは説明を申し上げたいと思います。
　議案第２３号、専決処分の承認を求めることについて。上毛町国民健康保険税条例の一部を改正する条例について、地方自治法第１７９条第１項の規定により別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。平成２６年６月１０日提出、上毛町長坪根秀介。

　理由といたしましては、先ほど２２号のほうでも申し上げましたように、地方税法等の一部を改正する法律が２６年３月３１日に公布されたことに伴いまして、これに準じて本町国民健康保険税条例の一部を改正する必要が生じたため、専決処分を行うものでございます。
　次のページに専決処分書をつけさせていただいております。

　その次のページでございます。上毛町条例第８号、上毛町国民健康保険税条例の一部を改正する条例ということで、上毛町国民健康保険税条例の一部を次のように改正するということで改正内容を記載しておりますが、こちらにつきましても議会説明資料のほうで御説明をしたいと思います。

　説明資料の２ページでございます。国民健康保険税ということで、今回課税額、限度額の見直しを行っております。国民健康保険税の課税額につきましては、基礎課税額と後期高齢者支援課税額、それから介護納付金の課税額という三つの基準額がございますが、今回その中の後期高齢者支援金等の課税額、それから介護納付金の課税額の限度額を引き上げるものでございます。後期高齢者支援金等の課税額につきましては、１４万円を１６万円、介護納付金課税額につきましては１２万円を１４万円ということで、この課税につきましては、平成２６年４月１日から適用するということでございます。
　次に、軽減の見直しということでございます。国民健康保険税につきましては、所得等に応じまして軽減の措置をとらせていただいておりますが、今回、軽減判定の算定方法を新たに見直しいたしております。これにつきましては、これまで判定時において、世帯主につきましては算定の中に入れておりませんでしたが、今回の改正によりまして世帯主も人数に入れるということで、その中の計算です。それから、限度額につきましても、３５万円を４５万円にするという改正の内容でございます。
　国民健康保険税の改正につきましては、説明資料の最後の５ページのほうに、Ａ４の横で図式で記載させていただいておりますが、左が現行、右が改正後ということで、今回の改正に伴いまして、国の試算でございますが、対象者が４００万人ぐらい拡大するんではなかろうかと思っております。

　簡単ですが、以上で説明を終わらせていただきます。
○議長（大山　晃君）説明が終わりました。

　これから質疑を行います。質疑ありませんか。

　茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）国保加入者の中で、後期高齢者支援金、介護納付金の限度額を超える人の所得金額は幾らになるのか。それから、限度額を超える金額を納付する方は、国保加入者の何割に当たりますか。
○議長（大山　晃君）税務課長。

○税務課長（福本豊彦君）限度額超過の対象ということだと思いますが、支援金につきましては、平成２５年の所得調査の中で確認したところでいきますと、１６世帯、介護で２世帯ということになります。
　所得額でございますが、なかなか難しいところがございまして、支援分でいきますと、世帯４人の場合に、給与所得ということで計算した場合は、現在４５４万ほどが、改正後は５３７万ほどに限度額として上がると。介護につきましては、同じ４人世帯でいきますと、所得でいくと現行が６４０万、改正後で７７０万ほどになろうかというふうに試算をしております。

○議長（大山　晃君）ほかにありませんか。
（「質疑なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）質疑なしと認め、質疑を終了します。

　これから討論を行います。

　反対討論はありませんか。

　茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）議案第２３号は反対の立場から討論いたします。一部には軽減措置が創設されたという形になっていて、これについては同意できますけれども、今でも国保加入者は負担が多くて大変と言っています。さらに限度額を引き上げて加入者の負担増を押しつける内容になっていますので、この条例改正には反対いたします。
○議長（大山　晃君）賛成討論ありませんか。ほかにありませんか。
（「討論なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）これで討論を終わります。

　これから本案を採決します。
　本案を原案のとおり決することに賛成の議員の起立を求めます。

（起立多数）

○議長（大山　晃君）起立多数。したがって、議案第２３号、専決処分の承認を求めることについて（上毛町国民健康保険税条例の一部を改正する条例）は、原案のとおり承認することに決しました。

───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）日程第１３、議案第２８号、平成２６年度上毛町奨学資金特別会計補正予算（第１号）を議題とします。

　議案内容の説明を求めます。

　教務課長。

○教務課長（尾崎幸光君）それでは、議案第２８号について御説明をさせていただきます。

　議案第２８号、平成２６年度上毛町奨学資金特別会計補正予算（第１号）。平成２６年度上毛町奨学資金特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。歳入歳出予算の補正ということで、第１条歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４０２万円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１,６３４万８,０００円とする。平成２６年６月１０日提出、上毛町長坪根秀介。

　ということで、歳出のほうから御説明をさせていただきたいと思いますので、８ページをお願いいたします。

　歳出でございますが、１款１項１目教育推進費ということで、今回４０２万の補正をお願いしております。合計で１,６３４万８,０００円となります。補正額の財源内訳でございますが、全て一般財源ということで４０２万の一般財源を充当しております。内容につきましては、６ページの奨学資金基金繰入金ということで４００万円、それから、繰越金ということで前年度繰越金２万円をお願いしております。

　８ページに戻っていただきまして、２１節の貸付金ということで４０２万を計上させていただいておるところでございます。この特別会計は、当初予算では貸付金１,２３０万円を計上しておりまして、その内訳といたしましては、継続者が１４名、それから新規者分ということで１０名を計上しておりましたが、今年度１７名の方の申請がございまして、５月１６日の奨学資金運営審議会におきまして審議をしていただいた結果、全員が、日本学生支援機構が採用しておる基準に適合しており、全員を承認するという結論をいただきました。そこで、町といたしまして、町長の公約でもあります教育の充実を進める上でも学ぼうとする方を支援するということで、今回補正をお願いしたものでございます。本日御可決いただければ６月中に第１回の貸し付けを開始したいというふうに考えておるところでございます。
　説明は以上です。

○議長（大山　晃君）説明が終わりました。

　これから質疑を行います。質疑ありませんか。

　亀頭議員。

○１０番（亀頭寿太郎君）新しい方が、１０名のところが１７名ということでもって、非常に向学心にも燃え、そして志を立てて学んでいこうという機運は非常に評価するべきと、私はこう考えるわけでございますが、運営審議委員会でもって、審査の結果全員合格されたということが大きな理由かと思います。そうしたことになれば、この運営審議会で審査ということで、毎年これに通れば、こうした形でもって補正を組んでいく、全員を合格者という形に持っていくという姿勢であるのかどうか、まずその点をお尋ねします。
○議長（大山　晃君）町長。
○町長（坪根秀介君）なるべくそのようにしてまいりたいと考えております。
○議長（大山　晃君）亀頭議員。
○１０番（亀頭寿太郎君）そうしたことになれば、今回は１０名が１７名ということで、倍まではいかないけれども、非常に多くの方がなる。これが特例でないということであれば、今、奨学資金の基金４,８００万ですかね、５,０００万まではいっていないようですが、今回はこの奨学資金の基金を崩して４００万をこれに充てるんじゃなくて、一般財源から入れるんですね。
○議長（大山　晃君）教務課長。
○教務課長（尾崎幸光君）今回は、先ほど御説明をいたしました６ページを見ていただければわかるんですが、奨学資金基金の繰入金ということで、基金を取り崩し４００万計上しております。
○議長（大山　晃君）亀頭議員。

○１０番（亀頭寿太郎君）基金を取り崩して、そしてこれに入れるということになれば、私はさっきお尋ねしたこと、１０名が１７名になり、また今後２０名、あるいは３０名になっていくかもわからんですね。そうした現状になると、基金条例の設置規定に奨学基金として円滑な運営を図らなければならないと、こういうこともあるわけなんですね。そこで、これは町長の政策的な姿勢でいいと思うんですが、過去に、竹下総理のときに創生一億円事業というのがあって、各自治体がもらいました。あのころは利子が６％か７％ぐらいあって、そして、運用の仕方によれば、それでかなりの運用ができていたわけなんですが、今は低金利の時代である。そうしたことになれば、町長は教育に非常に力を入れ、子ども未来課というようなことも設置して取り組んでおられるということであれば、私はこうした奨学基金を、今回のこれを契機として１億あるいは２億ぐらいの基金を持つべきではないかと、そうした施政は、町長はどうお考えになっているかお尋ねします。
○議長（大山　晃君）町長。

○町長（坪根秀介君）たまたまこの時期に多かったということも考えられますので、しっかり動向を見据えながら考えてまいりたいと思います。
○議長（大山　晃君）亀頭議員。

○１０番（亀頭寿太郎君）上毛町の高校から大学に進学される率は何％ぐらいで、これが全国平均の率と比べてどのような形になっているのか、その点をお尋ねします。
○議長（大山　晃君）教務課長。

○教務課長（尾崎幸光君）先ほどの御質問の内容については、うちのほうで今調べておりませんのでわかりませんが、全国的には５０％ぐらいではないかというふうに思います。
○議長（大山　晃君）亀頭議員。

○１０番（亀頭寿太郎君）全国平均は５３％にいくかいかんぐらいなんですよ。日本は先進国として大学進学率が高いかというとそうでもないということは、指摘されているところなんですね。そうしたことになれば、上毛町においても高校の進学率はほぼ１００％ぐらいになっておると。大学のほうにも進学率を高めていくということは大事なことではなかろうかと思いますが、今いろいろな奨学資金制度は大学も持っているし、国・県あたりもいろいろして、勉学のほうの協力体制を国を挙げて取り組んでいこうという姿勢は確かにある。だから、私たちとしては、上毛町でそうした志のある方を、今度はこうしたことを契機として救っていくということを十分考え、そうしたことを地域の方々に啓蒙していく。過去には、奨学資金を借ってからという認識もあったんですよ。ですが、高校の場合は、今は授業料も無料になってということで借り手が少なくなってきたけど、やはり大学の場合はとか。そして、所得があっても、家を持ち、何とかローンということでもって、そうしたことも適用しようということで、旧新吉富時代は所得制限とかいうのは余り重要視しなくて、そうしたことでもって支えていこうという形をとってきた。だから、私は、今回こうしたことの契機で、１７人が２０人になり、あるいは大学進学するのが全員でもこうした奨学資金を受けていく、そして学んでいくという姿勢を私はとるべきであるということで、余り基準を厳しくするのではなくて、上毛町独特の奨学資金の制度を考えて。言うなれば、子供の数も非常に多いわけではない、そうしたことを考えれば、町の奨学資金を利用したいということには、私は全員に適用するべきではないかと。そうしたことで、今４,８００万ぐらいの基金の額ですけど、これを早々に、基金を１億ぐらい持つ、そしてそれに対応していくというような形で取り組んでいただきたいと思います。教育長、どういうお考えですか。

○議長（大山　晃君）教育長。

○教育長（百留隆男君）亀頭議員のおっしゃるとおり、町長の方針はとにかく学ぶ意欲を持った上毛町の青少年を育てていこうというのが大きな大意でございます。その意味におきまして、上毛町なりの学習意欲を持った子供支援も考えていかなければということも一つ持っております。これはあくまで支援をする方向でございまして、そのことを今つくづく感じているところでございます。
○議長（大山　晃君）ほかにありませんか。

（「質疑なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）質疑なし。質疑を終了します。

　これから討論を行います。

　反対討論はありませんか。
（「討論なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）賛成討論はありませんか。

（「討論なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）これで討論を終わります。

　これから本案を採決します。
　本案を原案のとおり決することに賛成の議員の起立を求めます。

（全員起立）

○議長（大山　晃君）全会一致。よって、議案第２８号、平成２６年度上毛町奨学資金特別会計補正予算（第１号）は、原案のとおり可決することに決しました。

───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）これから、議案の委員会付託を行います。

　６月６日、議会運営委員会の協議結果を運営委員会資料として配付いたしておりますが、運営資料４ページの委員会付託表をごらんください。
　付託案の朗読に際しても、議案名の朗読は省略いたします。
　議案第２４号、議案第２５号及び第２６号（所管分）の３件は総務、産業・建設常任委員会へ。
　議案第２６号（所管分）及び議案第２７号の２件は文教・厚生常任委員会へそれぞれ付託したいと思いますが、これに御異議ありませんか。
（「異議なし」という声あり）

○議長（大山　晃君）異議なしと認めます。
　したがって、お手元に配付の委員会付託表のとおり、所管の常任委員会に付託することに決定いたしました。
───────────────────────────────
○議長（大山　晃君）続いて、各常任委員会の開催日についてお諮りします。
　運営資料５ページの委員会日程表をごらんください。
　各常任委員会の開催日は、議会運営委員会の決定をいただいており、日程のとおり決定いたしたいと思いますが、これに御異議ありせんか。
（「異議なし」という声あり）
○議長（大山　晃君）異議なしと認めます。
　したがって、常任委員会の開催日は、運営資料の委員会日程表のとおり開催いたすことに決定しました。
　以上で、本日の日程は全て終了いたしました。
　本日はお疲れさまでした。どうもありがとうございました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　散会　午前１１時４８分
　　　平成２６年６月１０日
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